指定申請書

年　　月　　日
釧　路　市　長　　あて

申請者　住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）　

釧路市企業立地促進条例第４条第１項の規定による指定を受けたいので、釧路市企業立地促進条例施行規則第３条第１項の規定により別紙関係書類を添えて申請します。

１　新設（増設）する事業場の名称及び所在地
(1) 名称　
(2) 所在地　

２　業種（事業）

３　投資額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　工事着手予定年月日　　　　　　　　　　　年　　月　　日

５　工事完成予定年月日　　　　　　　　　　　年　　月　　日

６　操業（事業）開始予定年月日　　　　　　　年　　月　　日

７　誓約事項（下記の□にチェック「レ」を入れてください）
· 当社は、偽りその他不正の手段により当該事業所指定を受けようとすることは一切ありません。また、当社は、重大な法令違反や社会的信用を著しく損なう行為は一切行いません。
· 当社は、当該指定申請を暴力団の活用には利用しません。また当社関係者等が暴力団員でないことを確認するため、市が必要に応じて関係機関に照会することに同意します。
· 市が、上記の誓約事項に反すると認めたとき、また釧路市企業立地促進条例第９条第１項の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当社が当該指定申請の決定の取消しを受けることに同意します。

（別　紙）本件責任者：氏名・連絡先
担　当　者：氏名・連絡先

事業場取得等計画書

１　事業の目的及びその概要（当該取得等に係るもの）



２　当該新設又は増設に係る事業の内容



３　投資額の内訳（該当する項目のみ記入）
(1) 土地・建物
	種　別
	所在地
	面　積
	用途
地域
	所有・
借入の別
	取得額
家賃月額
	取得年月日
契約年月日
	ブース数
（コールセンターのみ記入すること）

	土　地
	
	㎡
	
	
	円
	
	

	建　物
	
	㎡
	
	
	円
	
	席


（注）　賃借契約を行っている場合は、契約書の写しを添付すること。
 (2) 建物、構築物、機械及び装置
	種　別
	名　　　称
	構　造・型　式
	数量
	取　得　額
	備　　　考

	建　物
	


	


	


	円


	



	構築物
	


	


	

	円


	



	機械及
び装置
	


	


	


	円


	



	計
	


	
	
	円
	




(3) 操業開始後（３年以内）の設備投資予定
	種　別
	名　　　称
	構造・型式
	取　　　　　得　　　　　予　　　　　定
	備　考

	
	
	
	年度
	年度
	年度
	

	
	
	
	数量
	金額
	数量
	金額
	数量
	金額
	

	
建　物

	


	


	


	円


	


	円


	


	円


	



	
構築物

	


	


	


	円


	


	円


	


	円


	



	機械及
び装置
	


	


	


	円


	


	円


	


	円


	



	計
	
	
	
	円
	
	円
	
	円
	


（注）　「市外からの進出」となる事業場のみ記入すること。
 (4) 緑化助成
	区　　　分
	種　別
	単　価
	数　量
	金　　額
	備　　　考

	芝　　　生
	


	円


	㎡


	円


	


	植　　　　　　　栽
	高　木
	


	円


	本


	円


	


	
	低　木
	


	円


	本


	円


	


	
	その他
	


	円


	


	円


	


	合　　　計
	
	円
	
	円
	


（注）
１　緑化助成の対象となる者のみ記入すること。
２　客土厚、土壌改良剤の単位当たりの数量、芝種子の単位当たりの数量、樹木の規格（樹高、葉張、幹周）及び原材料単価を明記すること。





４　所用資金調達計画
	区　　　　　　分
	金　　　　　　額
	備　　　　　　考

	




	円




	





	合　　　　　　計
	円
	


（注）　借入の場合は、借入先を明記すること。

５　操業開始後３年間の生産計画及び販売計画
	年度区分
製品名
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）
１　増設の場合にあっては、既設と増設とを区分すること。
２　試験研究施設又は自然科学研究所については、記入不要。

６　所要電力、用水等
(1) 所要電力
・契約電力：　　　　　kW
・月間使用電力：　　　　　kWh
・年間使用電力：　　　　　kWh

(2) 用水
・１日の使用量：　　　　　ｔ／日
・水源等：

(3) 通信回線使用料の年間予定額（コールセンターのみ記入）
	専用回線分
	一般回線分
	合　　　計

	円
	円
	円




７　職種別雇用者数
	職種・性別
雇用者の区分
	
	
	
	計
	備　考

	
	男
	女
	男
	女
	男
	女
	
	

	①　新設（増設）に伴い新たに
雇用された市内居住者
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち、特例に該当する者
	
	
	
	
	
	
	
	

	②　既設の設備に従事する者
※新設の場合は、記入不要
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計（①＋②）
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１　①欄について
本市の住民基本台帳に記録されている者であって、労働者名簿に記載される者（日々雇い入れられる者を除く。）で、次のいずれかに該当する者を記入する。
(1) 新設の場合　操業開始又は操業開始後３か月以内（コールセンターの場合は９か月以内）に雇用される者で引き続き１年を超えて雇用される者
(2) 増設の場合　増設の着手日以降又は増設に係る操業開始後３か月以内（コールセンターの場合は９か月以内）に雇用される者で引き続き１年を超えて雇用される者
　　※　(1)、(2)には、次に掲げる者を含む。
ア　当該事業場に係る代表権を持たない常勤の役員
イ　市外にある事業場に勤務する雇用者を当該事業場に配置転換する場合の当該雇用者で本市の住民基本台帳に記録された者
２　「うち、特例に該当する者」欄について
　　　①欄に記入する者（新たに雇用された市内居住者）のうち、次のいずれかに該当する者を記入する。
(1) 雇用前引き続き３年以上、本市住民基本台帳に記録されている者（市内の大学、高専、高校を卒業し、直ちに当該工場等に雇用されている者を含む。）
(2) 本市の住民基本台帳に記録されていた者で、市内において義務教育を終了し、進学又は就職のため転出した者で、満３０歳未満の者。
　　※　「本市」及び「市内」には、平成１７年１０月１１日の合併前の釧路市、阿寒町及び音別町の区域を含む。
３　「常時雇用される者」について
　　　当該事業場において、労働者名簿に記載される者で、１年を超えて雇用される者を記入し、パートタイマーの雇用者、１年を超えて雇用しない雇用者は含めない。
４　パートタイマーの雇用者及び１年を超えて雇用しない従業員については、備考欄にその雇用形態及び人員を記入すること。

　　市内における常用雇用者数（増設の時のみ記入）
	
	指定申請３年前
	指定申請２年前
	指定申請１年前
	交付申請年

	
	　　　　年
	　　　　年
	　　　　年
	　　　　年

	常用雇用者数
	
	
	
	

	
	のうち最大のもの

	

	
	＝－市内における常用雇用者数



（注）
１　市内における常用雇用者数について
市内の事業所すべての常用雇用者数を記入する。また、賃金台帳など人数を確認できる書類により作成する。

増設の着手日から補助金の交付申請までの採用および退職者数（増設の時のみ記入）
	常用雇用者数
	新たに雇用された人数　　　　　　


	
	退職、異動等により減少した人数　


	
	－＝



（注）
１　市内の事業所すべてにおける新たに雇用された人数と、退職、異動等により減少した人数を記入する。また、賃金台帳など人数を確認できる書類により作成する。

　事業場増設に伴い増加した人数（増設の時のみ記入）
	増設に伴い新たに雇用された
市内居住者
	のうち最小のもの

	
	うち、特例に該当する者

	＜の場合
それ以外の場合




８　雇用計画
(1) 操業開始後３年以内における雇用予定
	　　　　　　　年度区分
区　　分
	(操業開始年度)
年度
	
年度
	
年度
	備　考

	新たに雇用される者
	人
	人
	人
	

	当該年度
常時雇用される者
（　合　　　計　）
	
	
	
	



(2) 採用時期別の計画（コールセンターのみ記入）
	職種
採用時期
	
	
	
	

	年　　月期
	
	
	
	

	年　　月期
	
	
	
	

	年　　月期
	
	
	
	

	計
	
	
	
	



９　主要原材料及びその調達計画

10　事業収支計画（操業開始後３か年間）
	年度区分
科　　目
	年度
	年度
	年度
	備　　　考

	売上高
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	




11　会社等の概要
(1) 会社設立年月日　　　　　　　年　　月　　日
(2) 資本金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(3) 資本構成
	株　　　主　　　名
	資本の額又は出資の額
	備　　　　　　　考

	


	円
	


(4) 会社の沿革及び現況

(5) 既存工場等の現況
ア　所在地
イ　名称
ウ　生産能力
（注）　増設の場合のみ記入すること。

その他の添付書類


[bookmark: _Hlk233727501]１　全申請者共通の必要書類
・定款の写し
・最近２期の決算書
・位置図
・平面図
・立面図
・設備配置図（予定）


２　該当する場合のみの必要書類
・建築確認済証の写し（建築確認申請を要する事業場のみ）
・生産工程図（予定）（工場のみ）
・緑化工事平面図（寸法入）（緑化助成該当予定の工場のみ）

・植栽定規図


